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アに関する公刊データと、2003 年から 2004 年にかけて実施した中国企業、台湾企業、日本
企業へのフィールド調査から得られた質的データを利用する（調査の詳細は付図表 3） 。 
 
2  DVD、PC、デジカメにおける中国企業の現状 
まず、DVD プレイヤー、PC（デスクトップ型とノート型） 、デジカメについて、中国企業









次に、個別製品の動向を見てみよう。まず DVD プレイヤーは、90 年代は日本企業が世界
市場のおよそ 60%を保持していた。しかし、2002 年には中国生産が世界で 54%の市場シェ
アを持つと言われている（日本経済新聞 2002 年 8 月 13 日および付図表 1） 。近年では日本
企業は、DVD レコーダと次世代の DVD 技術の開発に焦点を移している。中国国内において
も、 海外企業のシェアは 23%に過ぎず、 圧倒的に中国企業が強い （富士経済, 2004a） 。 実際、
表 1-1 に示すように 2003 年の中国国内の DVD プレイヤー市場では、トップ 10 の企業にお
いて 9 社が中国企業である。データによると、中国市場で歩歩高（Bubukao）が 6.3％でト
ップになっている。以下 5%から 3%台の中国企業である。なお、トップ 10 企業の合計では  4
中国市場全体の 38%であるが、その他の中も多数の中国企業が存在し、中国企業が市場の多
くを支配する構造になっている（CCID, 2004a） 。 
PC でも中国企業の存在は高まりつつある。中国企業は、特にデスクトップ PC の分野で
成長が目覚しい。筆者らとガートナー社の調査によると、中国企業トップの聯想（Lenovo）
は世界市場で1999年には13位、 2001年には9位、 2003年には6位と順位をあげている （2003
年データは付図表 2） 。また、聯想（Lenovo）は 2004 年に IBM の PC 事業を買収合併し、
勢力を急速に拡大しつつある。他の中国企業では、2003 年には方正（Founder）と精華同方
（Tongfang）がそれぞれ 14 位、15 位となっている。また、表 1-2 に示す中国国内のデスク
トップ PC 市場では、上位 10 社中 8 社が中国企業である。トップ企業の聯想（Lenovo）は
中国市場の 35％のシェアを持つ。 海外企業は合計しても中国市場において 3 割程度のシェア
に留まっている（富士経済, 2004b） 。   5
 
表 1  中国市場シェア（2003 年、販売台数ベース） 
 
（販売台数の単位は万台） 
1  DVD プレイヤー            2  デスクトップ PC   
 
3  ノート PC              4  デジタルカメラ             
 
（出所） 1   CCID(2004a)2003-2004 Annual Report on China’s DVD Player Market, p.13. 
2  富士経済(2004b)『2004 年  中国電子機器産業・市場の展望(下巻)』, p.20. 
3  CCID(2004b)2003-2004 Annual Report on China’s Notebook Market, p.33. 
4  CCID(2004c)2003-2004 Annual Report on China’s Digital Camera Market, p.22. 
 
  ベンダー名  国籍  販売台数  占有率 
1  歩歩高(Bubukao)  中国  88.5  6.34% 
2  厦新(Amoisonic)  中国  75.0  5.37% 
3  新科電子(Shinco)  中国  60.9  4.36% 
4  金正科技(Nintaus)  中国  60.2  4.32% 
5  万利達(Malata)  中国  59.3  4.25% 
6  上海广･ (SVA)  中国  52.8  3.79% 
7  先科電子(SAST)  中国  5.53  4.08% 
8  奇声電子(QiSheng)  中国  4.32  3.19% 
9  LG  韓国  4.20  3.10% 
10  ･ 多(Idall)  中国  4.15  3.06% 
  その他  -- 862.9  61.83% 
  合計  -- 1,395.4  100% 
  ベンダー名  国籍  販売台数  占有率 
1  聯想(Lenovo)  中国  420  34.4% 
2  方正科技(Founder)  中国  140  11.5% 
3  精華同方(Tongfang)  中国  75  6.1% 
4  DELL  米国  53  4.3% 
5  TCL  中国  50  4.1% 
6  IBM  米国  30  2.5% 
7  HP  米国  30  2.5% 
8  神州(DigitalChina)  中国  30  2.5% 
9  七喜(HEDY)  中国  25  2.0% 
10  実達(Start)  中国  20  1.6% 
  その他  -- 347  28.4% 
  合計  -- 1,220  100% 
  ベンダー名  国籍  販売台数  占有率 
1  聯想(Lenovo)  中国  19.3  15.4% 
2  IBM  米国  18.0  14.3% 
3  DELL  米国  16.9  13.4% 
4  東芝  日本  16.7  13.3% 
5  HP  米国  12.3  9.8% 
6  エイサー  台湾  7.1  5.6% 
7  サムスン  韓国  6.6  5.2% 
8  方正科技(Founder)  中国  6.6  5.2% 
9  アサステック  台湾  6.1  4.8% 
10  精華紫光(Unisplendour)  中国  5.6  4.5% 
  その他  -- 10.7 8.5% 
  合計  -- 126.0  100% 
  ベンダー名  国籍  販売台数  占有率 
1  ソニー  日本  28.6 21.16% 
2  キャノン  日本  28.3 20.91% 
3  オリンパス  日本  14.0 10.38% 
4  コダック  米国  12.5 9.26% 
5  聯想(Lenovo)  中国  9.6  7.15% 
6  富士フィルム  日本  9.6  7.13% 
7  ニコン  日本  5.5  4.08% 
8  サムスン  韓国  4.3  3.19% 
9  精華紫光(Unisplendour)  中国  4.2  3.10% 
10  パナソニック  日本  4.1 3.06% 
  その他  -- 14.3  10.58% 
  合計  -- 135.4 100%   6
一方、ノート PC では状況が異なっている。筆者らとガートナー社の調査によると、2003
年の世界市場では上位企業に中国企業はランクしてない。米国、日本、台湾企業が上位を占
めている（付図表 2） 。世界市場において、中国企業でトップの聯想（Lenovo）でさえも 17
位に留まっている。表 1-3 に示す中国国内のノート PC 市場では、上位 10 社中 3 社が中国
企業である。ノート PC も中国市場では聯想（Lenovo）が力を持っている。しかし、米国企
業（IBM、Dell、HP） 、日本企業（東芝） 、台湾企業（エイサー、アサステック） 、韓国企業
（サムスン）らの市場シェアも高い。この結果、デスクトップ PC とは対照的に、海外企業
が中国市場において 6 割以上のシェアを持っている（CCID, 2004b） 。 
デジタルカメラは、ノート PC よりさらに極端な状況である。世界市場では、日本企業と
米国企業で 90％以上のシェアを持っている。特に日本企業の存在が大きく、世界の 80％以
上のシェアを持っている（付図表 2） 。また表 1-4 に示すように中国市場においても、トップ
10 のうち、日本企業 6 社（ソニー、キャノン、オリンパス、富士フィルム等）が上位を占め
ている。その他は、米国企業（Kodak） 、韓国企業（Samsung） 、中国企業（聯想 Lenovo、
精華紫光 Unisplendour）である（CCID, 2004c） 。現状では、中国市場においても、世界市
場においても、中国企業の競争力は低い。 




る。例えば DVD プレイヤーの平均単価は 700RMB 以下であるのに比べ、デジカメは
2200RMB である（CCID, 2004a） 。低価格商品であれば中国企業が競争力を持ちやすい点は
否定できない。また、ノート PC やデジカメは、ライフサイクルのはじめにある。販売台数
のデータでも、 これら 2 つの製品は DVD プレイヤーやデスクトップ PC の 10 分の 1 程度で







3  中国企業の製品開発：分業構造と製品開発パターン 
同じモジュラー型製品でも、中国企業が急速に力をつけた分野と、そうでない分野がある




























の設計が必要になる。ノート PC において中国企業は、台湾 ODM 企業（広達、大衆、仁宝、
英業達など）に構造・回路設計を含めたベアボーンの設計を委託している。そして、ODM
が提示するモジュール（インテルの CPU や日立の HDD など）を調達し、ベアボーンへの
モジュール組み付け作業として生産をおこなっている。つまりノート PC でも、中国企業は
基本設計と部品選定を外部に委託し、ベアボーン以降の生産を行っている。このため、例え
ば、インタビュー調査を実施した中国でノート PC の生産台数において第 3 位を誇る精華紫  8




























利益率で競争しなくてはならない DVD プレイヤー市場に適合している。 
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あったし、現在もその競争力は顕著である。一方で、ノート PC は低電圧版の CPU や輝度
の向上が進む液晶ディスプレイなどにおいて、過去数年間に頻繁に技術変化が起きている。
また、デジカメについても、主に画素数が 100 万画素レベルから 500 万画素レベルまで、
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単純  複雑 
自動車  自動車 










様に、ノート PC においても、IBM のブランドの大きさがインタビューした中国企業経営者











るからである。 そこで、 次節では、 モジュラー型製品においても、 技術変化が高い場合には、
擦り合わせとは性格が異なった非常に大きな統合タスクが要求されるという点を議論したい。  
 







ては、大きく分類すると 2 つがある。第 1 にデバイス間の調整や擦り合わせが簡単になり、
製品統合が容易になる、第 2 にモジュール単位での技術開発を独立して実施でき、多くの企
業が別個に取り組めるのでイノベーションが促進される、ということである。モジュール化










ジュール化がもたらす 2 つの効果を、統合的に考えることの重要性である。 






























③ －  13







しかし、Baldwin & Clark （2000）が述べているもう一つのポイントである、適切な部
品を選択し「システム統合と検証」を実施することは必要なのである。つまり、部品技術が
大きく変わった場合や性能が拡大する場合には、その部品がシステムとして機能するかどう
かの検証が重要なのである。Baldwin & Clark では、 「検証コストはモジュラー型設計のア
キレス腱である」 （前掲著:邦訳 p.319）と述べている。具体的に上野（2003）は、ノート PC
の開発において、輝度やコントラストや色純度を改良した LCD を使う場合には、他の部品
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前者の方針を立てた場合には、 自前での能力構築は時間がかかりすぎるので、 聯想 （Lenovo）









































（藤本, 2003） 。 このような現状を考えると、 今後、 モジュラー型製品開発に関して、 理論的・
実証的な研究がされるべき多くの課題が残っていると考えている。  17
付図表 1  世界生産シェア 
 




付図表 2  世界市場シェア 
 
  デスクトップ PC（2003 年）  ノート PC（2003 年）  デジタルカメラ（2001 年） 
1 DELL  26%  HP  17%  ソニー  20% 
2 HP  23%  DELL  15%  キャノン  18% 
3 IBM  6%  東芝  13%  富士フィルム  16% 
4  富士通  5% IBM  8% オリンパス  16% 
5 NEC  4%  エイサー  7%  ニコン  12% 
6  聯想 Lenovo  4%  富士通  6%  カシオ  5% 
7  エイサー  3% NEC  5% ミノルタ  3% 
8 e-machines  3%  ソニー  5%  ペンタックス  2% 
  その他  26%  その他  24%  その他  8% 
（出所）デスクトップ PC およびノート PC：延岡・上野&ガートナーの共同調査. 

























日本  中国 
台湾 
韓国  その他   18
付図表 3  インタビュー調査リスト 
 
地域  製品  企業名  インタビュー対象者  調査日時 
中国  DVD  先科電子 SAST  マーケティング担当：Chen Chang De 氏  2004 年 11 月 22 日 
中国  DVD  奇声電子 QiSheng  開発担当：Yue Hung We 氏  2004 年 11 月 22 日 
中国  DVD  歩歩高 Bubukao  マーケティング担当：Wu Gian 氏  2004 年 11 月 22 日 
中国  PC  精華紫光 
Singhua Unisplendour 
事業部長：Hung Junjie 氏  2004 年10 月27 日 
 
中国  PC  精華同方 
Singhua Tongfang 
開発担当：Zhang Shijun 氏, Nhang Lei 氏  2004 年10 月27 日 
中国  PC  TCL 電子  マーケティング担当：Tina Xu 氏  2004 年 11 月 24 日 
中国  DC  精華紫光 
Singhua Unisplendour 
副社長（マーケティング担当） ：Pei Song 氏,   
Liou Ji 氏 
2004 年10 月25 日 
中国  DC  北京華旗数碼 
Beijing Huaqi Information 
Digital Technology 
事業部長：Zhang Dong 氏 
マーケティング担当：Miao Jun 氏, Cui Zhi 
Jie 氏 
2004 年10 月25 日 
中国  DC  TCL 通信  マーケティング担当：Li Ning 氏  2004 年 11 月 23 日 
台湾  PC Alpha  Networks    社長：Wonder Wang 氏,  
副社長（製造担当） ：CC Peng 氏,  
副社長（日本事業担当） ：William Chang 氏 
2004 年 2 月 23 日 
台湾  PC Acer  事業部長：Jim Wong 氏  2004 年 2 月 24 日 
台湾  PC ASUSTeK  製造担当：Chris Li 氏, Tony Chen 氏  2004 年 2 月 24 日 
台湾  PC Giga-Bite  企画担当：Nai Jiue Peng 氏  2004 年 2 月 24 日 
その他、国内は松下電器（開発・購買 3 名、2003 年 10 月 28 日） 、NEC（開発・購買・製造 3 名、2004 年
11 月 2 日などで、聞き取り調査を実施した。 
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